中小企業の経営革新シリーズ127
レギュラーコーヒーの小口ロットでの製造・販売を追及し、BtoB(量販店向け)での拡大・拡充で経営革新の実現を目指す
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1　はじめに

コロナ禍では、感染症の拡大を防ぎつつ、生活をするウィズコロナという生活様式でした。現在は、沈静化しつつあり、このウィルスによる感染症は、5類感染症に移行しています。
コロナ禍で、企業業績がダメージを受けた話は、多く耳にします。しかしながら、コロナ禍でも、企業成長を実現している事例があります。
今回は、それをご紹介します。
2　事例企業のプロフィールと承認テーマ
高尾珈琲株式会社（以下、当社）は、1961年に設立された珈琲とその関連商品を中心に扱う企業です。
当社は、代表である高尾武彦氏（以下、社長）の祖父が戦前に個人商店として立ち上げました。スタート時は、食料品全般を扱っていましたが、戦後になり、珈琲がその主となり、現在に至っています。
さて、経済状況が上り調子の時は、地場の小売店等に珈琲豆を販売する際、店頭での商品陳列の手伝いや、言われた時間に、言われた場所に配送する、という、御用聞き営業が中心です。もちろん、社長も営業現場で奮闘します。この間は、がむしゃらな努力と企業成長は同じ
でした。
ところが、この構図は、終焉を迎えます。経済が下り坂になると、取引先も厳格なコスト管理をします。商品の仕入れも、各社から見積もりを取り、調達コストの安価な方を採用し始めたのです。つまり、人間関係を中心にした営業活動は、機能しにくくなります。
状況が大きく変化していることは明白です。前述の動きは、「現状の取引先の取引金額は、10年後半分になる」という経験則を当社にもたらしました。そこで、社長は、将来を見据えた取引先の開拓を企図します。
まず、通販事業です。国内の消費者はずっと存在しており、ここに販路を求めます。当社は、過去に食料品全般を扱っていました。そして、卸売りをしており、自社珈琲商品だけでなく、大手食品メーカーの商材も常時扱っています。このことから、BtoC事業に向けての品揃えは確保できます。そこで、社内の体制を整えて、通販事業を実施します。
次に、大手の量販店等との取引です。いわゆる大企業は、人材等も豊富で、経営基盤は安定しています。そのため、10年後も存在している可能性が高そうです。この有望な販路へ商品提供するチャンスを得たことから、革新計画を策定します。そのプランは、「レギュラーコーヒーの小口ロットでの製造・販売を追及し、BtoB(量販店向け)での拡大・拡充を図る」として、大阪府より経営革新計画承認を受けました（2020年7月16日付け）。
この計画は実現し、計画期間において目標数値を上回った成果により、経営革新計画達成企業として表彰を受けています
。
3　経営革新計画からの示唆

さて、当社の革新計画が上手くいっている要因は、何だったのでしょうか。社長に伺うと「運がよかった」としていましたが、もう少し、ケースを検証してみます。
まず、大手の流通業者は、既に大手珈琲メーカーと取引をしています。よって、新規参入するには、他社との違いが必要です。当社は、職人による手作りの珈琲焙煎が「売り」です。そこで、このこだわりの珈琲を小ロットで提供することで、他社との違いを明確にします。
コロナ禍では、外出は減りますが、いわゆる「おうち時間」は増えます
。こだわりの小ロット珈琲は、この巣籠需要に対応できる商品として市場に受け入れられたのです（図表1参照）。
図表1　当社の商品群
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次に、商品を供給できる仕組みが必要です。当社は、その実現に向けて、設備を投入し、それを運用します（図表2参照）。そして人的資源も、配送だけでなく、生産等、複数の業務に携わることが望まれます。当社は、革新計画の実施前に、通販事業へ進出しています。人の機動的な配置は、その時に学んでおり、それを応用します。
確かに、コロナ禍は、結果的に革新計画の追い風になりました。そして、取引先にも恵まれました。その点では、社長の言う「運」です。しかしながら、丁寧に事例検証すると、「運」は、因子の一つで、決定的なものではないことが明らかになります。
では、計画達成のポイントは、何でしょうか。それは、小回りのきく動き
で、自社のプランをやり抜いたこと
と指摘できます。
つまり、適切な分析とそれに基づいた計画を、結果がでるまで、根気強く実施したことに、勝因が求められるのです。
図表2　革新計画を実現する設備例
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 4　結び

当社の経営革新計画は、大きな成果を上げています。
もちろん当社にも、対応すべき課題があります。そのうちの一つが、ポストコロナでよく耳にするようになった、生産性の向上です。当社では、電話対応の改善等を通じて、課題克服に努力しています。

最後になりましたが、本事例の掲載に当たり、その取材を快く引き受けていただいた当社社長と、従業員の皆様に、この場を借りて厚くお礼を申し上げます。
企業名：高尾珈琲株式会社


事業内容：コーヒー豆焙煎加工及び販売、食品卸


従業者数：23名（2024年2月現在）　


住所　大阪市天王寺区東上町2-4


電話　06-6771-2265


URL　 https://takaocoffee.co.jp/company 








�　「営業先で何時間過ごすか、が（営業）成績に大きく影響した」と語っています（2024年2月1日、社長へのインタビュー）。


� � HYPERLINK "https://www.pref.osaka.lg.jp/keieishien/keiei/tassei-ichiran.html" �https://www.pref.osaka.lg.jp/keieishien/keiei/tassei-ichiran.html�（2024年2月5日閲覧）


�　2020～2022年は、コロナ禍です。外食の自粛や飲食店の時短営業だけでなく、出勤をしないリモートワークがなされています。　


�　例えば、見込みの取引先に「（御社に）取引してもらうには当社は何をするべきか」と担当者に直接意見を求め、打ち合わせスペースをすぐに設置しています（前掲注1）。


�　「（不透明な時期だったが）それでも革新計画はやろうと（考えていた）」としています（同上）。
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